
- 1 -

令和６年高取町議会第２回定例会提案理由説明 

 

 

 本定例会に上程いたします議案は、報告案件１１件、議決案件９件、合計２０件です。 

 なお、各議案につきましては、後日各委員会で関係課長から詳細を説明いたします。 

 

日程４ 「報第１号 専決処分の報告について（令和６年３月２８日専決）（令

和５年度高取町一般会計補正予算（第１０号））」 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定による専決処分について、同条第３項の規定によ 

り、議会に報告するとともに、その承認を求めるものです。 

 

     繰越明許費の補正 

 

繰越明許費               ４８，６００，０００円 

繰 越 額               ４８，６００，０００円 

 

（繰越額内訳） 

総務費／総務管理費／新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

 ２８，６００，０００円 

土木費／道路橋梁費／町単道路維持補修事業 

 ２０，０００，０００円 

 

日程５ 「報第２号 専決処分の報告について（令和６年３月２９日専決）（令

和５年度高取町一般会計補正予算（第１１号））」 

 

     歳入歳出予算の補正 

 

   補正予算額                     １４０，０００千円 

   （財源内訳）   

地方交付税／地方交付税          １４０，０００千円 

 

   補正後予算総額                  ４，４５１，３５６千円 
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 《予算委員会》 

 

・基金費において、減債基金積立金など各基金に積み立てを行うため、諸支出金１４０，

０００千円を増額補正するものです。 

＜総務課＞ 

 

日程６ 「報第３号 専決処分の報告について（令和６年３月３１日専決）（高

取町税条例の一部改正について）」 

 

 《総務経済建設委員会》 

 

・令和６年度税制改正に伴う地方税法等の一部改正等が令和６年４月１日に施行されたこ

とに伴い、令和６年度分の個人住民税の定額減税の実施、土地に係る固定資産税の負担

調整措置の継続等について、所要の整備を図る必要があるため、高取町税条例の一部を

改正したものです。 

＜税務課＞ 

 

日程７ 「報第４号 専決処分の報告について（令和６年３月３１日専決）（高

取町国民健康保険税条例の一部改正について）」 

 

 《総務経済建設委員会》 

 

・令和６年度税制改正に伴う地方税法の一部改正が令和６年４月１日に施行されたことに

伴い、後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額の引き上げ及び軽減判定所得の基準

額の引き上げを行うため、高取町国民健康保険税条例の一部を改正したものです。 

＜税務課＞ 

 

日程８ 「報第５号 専決処分の報告について（令和６年４月１日専決）（高取

町指定居宅介護支援等の運営基準等を定める条例の制定について）」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を町が定めなければならない

事項を除き、省令に準じ運用するため、従前より運用している条例を廃止し、新たに制

定したものです。 
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＜福祉課＞ 

 

日程９ 「報第６号 専決処分の報告について（令和６年４月１日専決）（高取

町指定介護予防支援等の運営基準等を定める条例の制定について）」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・指定介護予防支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を町が定めなければならない

事項を除き、省令に準じ運用するため、従前より運用している条例を廃止し、新たに制

定したものです。 

＜福祉課＞ 

 

日程１０ 「報第７号 専決処分の報告について（令和６年４月１日専決）（高

取町指定地域密着型サービスの運営基準等を定める条例の制定につい

て）」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・指定地域密着型サービスの事業の人員及び運営に関する基準等を町が定めなければなら

ない事項を除き、省令に準じ運用するため、従前より運用している条例を廃止し、新た

に制定したものです。 

＜福祉課＞ 

 

日程１１ 「報第８号 専決処分の報告について（令和６年４月１日専決）（高

取町指定地域密着型介護予防サービスの運営基準等を定める条例の制定

について）」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・指定地域密着型介護予防サービス事業の人員及び運営に関する基準等を町が定めなけれ

ばならない事項を除き、省令に準じ運用するため、従前より運用している条例を廃止し、

新たに制定したものです。 

＜福祉課＞ 

 

日程１２ 「報第９号 専決処分の報告について（令和６年５月２日専決）（行
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政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改

正について）」 

 

 《総務経済建設委員会》 

 

・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改

正する法律（令和５年法律第４８号）の施行に伴う規定の整備を行うため、行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用

及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正したものです。 

＜総務課＞ 

 

日程１３ 「報第１０号 繰越明許費繰越計算書の報告について」 

 

    繰越明許費に係る繰越計算書について、地方自治法施行令第１４６条第２項の規定に基づ 

き、議会に報告するものです。 

＜総務課＞ 

 

  １．令和５年度高取町一般会計繰越明許費繰越計算書 

 

 《予算委員会》 

 

繰越明許費              ３２９，３６７，０００円 

繰 越 額              ３２９，３６７，０００円 

 

（繰越額内訳） 

総務費／総務管理費／防犯カメラ設置事業 

    ６５５，０００円 

総務費／総務管理費／新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

 ２８，６００，０００円 

総務費／戸籍住民基本台帳費／社会保障・税番号制度 戸籍附表・住民記録システム改

修委託事業 

  ９，０８６，０００円 

総務費／統計調査費／町道未登記処理事業 

４，９００，０００円 
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民生労働費／児童福祉費／就学前教育・保育施設整備交付金事業 

３６，１２６，０００円 

衛生費／保健衛生費／新型コロナウイルスワクチン接種事業 

４２６，０００円 

農林商工費／農業費／ため池防災対策計画事業 

１０５，０００，０００円 

土木費／道路橋梁費／町単道路維持補修事業 

３４，０００，０００円 

土木費／河川費／緊急自然災害防止対策事業 河川改修工事 

７，５００，０００円 

土木費／都市計画費／壺阪山駅西側支障木伐採事業 

４，０００，０００円 

土木費／住宅費／町営住宅管理事業 

２４，３７０，０００円 

   消防費／消防費／地域防災計画策定事業 

２１，５４９，０００円 

教育費／教育総務費／旧育成幼稚園跡地に係る所有権取得裁判 

８６０，０００円 

教育費／教育総務費／就学前教育・保育施設整備交付金事業 

１８，０９５，０００円 

災害復旧費／公共土木施設災害復旧費／公共土木施設災害復旧事業 

３４，２００，０００円 

 

  ２．令和５年度高取町下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書 

 

 《予算委員会》 

 

繰越明許費                 ７０，０００，０００円 

繰 越 額                                 ７０，０００，０００円 

 

（繰越額内訳） 

下水道事業費／下水道事業費／社会資本総合整備事業 

                                      ７０，０００，０００円 

 

日程１４ 「報第１１号 高取町土地開発公社の経営状況について」 
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 《総務経済建設委員会》 

 

・高取町土地開発公社の経営状況について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定によ

り、令和５年度決算及び令和６年度予算に関する報告を行うものです。 

＜総務課＞ 

 

日程１５ 「議第１号 令和６年度高取町一般会計補正予算（第１号）」 

 

   歳入歳出予算の補正                                                   

 

   補正予算額                     １６２，４０２千円 

（財源内訳）   

国庫支出金／国庫補助金          １１６，３８９千円 

諸収入／雑入                 ５，０００千円 

町債／町債                 ３０，０００千円 

繰越金／繰越金               １１，０１３千円 

 

補正後予算総額                 ４，２７５，９０２千円 

 

 《予算委員会》 

 

・一般管理費において、土地開発公社の保有する土地中の廃棄物について、和解調書に基

づき撤去請求の訴訟を提起するとともに、元理事長との訴訟判決に基づき強制執行を行

うための経費を土地開発公社に補助するため、負担金、補助及び交付金８，７８３千円

を増額補正するものです。 

＜総務課＞ 

 

・一般管理費において、一般財団法人自治総合センターが実施するコミュニティ助成事業 

について、清水谷区自治会及び越智自治会が公民館備品の整備で行うために申請した一

般コミュニティ助成事業が採択されたことから、負担金、補助及び交付金５，０００千

円を増額補正するものです。 

＜総務課＞ 
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・一般管理費において、令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金分（低所得世帯支援枠３万円給付分）

の精算に伴う返還金として、償還金、利子及び割引料１，４３０千円を増額補正するも

のです。 

＜総務課＞ 

 

・企画総務費において、２０２５年大阪・関西万博の開催にあたり、「オール奈良」の体

制により万博会場での催事や県内誘客の機運醸成等に関する事業を展開していくため、

負担金、補助及び交付金８００千円を増額補正するものです。 

＜総合政策課＞ 

 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業費において、電力・ガス・食料品等の物

価高騰の負担が大きい低所得者の負担軽減を図るため、新たに令和６年度に非課税等に

なる世帯に対して１世帯当たり１０万円の支給及び該当の世帯の１８歳以下の児童１人

当たり５万円及び定額減税調整給付金として４万円の支給を行うため、各費目合計１１

６，３８９千円を増額補正するものです。 

＜福祉課＞ 

 

・都市計画整備事業費において、壺阪山駅周辺整備を行うにあたり、用地を確保する必要

があるため、各費目合計３０，０００千円を増額補正するものです。 

＜事業課＞ 

 

日程１６ 「議第２号 高取町過疎地域における固定資産税の課税免除に関する条

例の一部改正について」 

 

 《総務経済建設委員会》 

 

・過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第２４条の地方税の課税免除又は不均

一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令の一部改正が令和６年４月１日から

施行されたことに伴い、課税免除の対象となる設備の取得期限を令和８年３月３１日ま

で延長するため、条例の一部を改正するものです。 

＜税務課＞ 

 

日程１７ 「議第３号 高取町子ども医療費助成条例の一部改正について」 
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 《教育厚生委員会》 

 

・子ども医療費助成について、現物給付の対象年齢が１８歳までに拡大されることに伴い

助成金の支給にあたり医療機関等からの報告をもって対象者からの申請があったとみな

す対象の範囲を乳幼児から１８歳までの子どもに拡大するため、条例の一部を改正する

ものです。 

＜住民課＞ 

 

日程１８ 「議第４号 高取町ひとり親家庭等医療費助成条例の一部改正につい 

て」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・ひとり親家庭等医療費助成について、現物給付の対象年齢が１８歳までに拡大されるこ

とに伴い、助成金の支給にあたり医療機関等からの報告をもって対象者からの申請があ

ったとみなす対象の範囲を未就学児から１８歳までの子どもに拡大するため、条例の一

部を改正するものです。 

＜住民課＞ 

 

日程１９ 「議第５号 高取町心身障害者医療費助成条例の一部改正について」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・心身障害者医療費助成について、現物給付の対象年齢が１８歳までに拡大されることに

伴い、助成金の支給にあたり医療機関等からの報告をもって対象者からの申請があった

とみなす対象の範囲を未就学児から１８歳までの子どもに拡大するため、条例の一部を

改正するものです。 

＜住民課＞ 

 

日程２０ 「議第６号 高取町廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例の一 

   部改正について」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・高取町指定の可燃物ごみ袋に新たに小さいサイズの袋を加えるため、条例の一部を改正
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するものです。 

＜住民課＞ 

 

日程２１ 「議第７号 奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合規約の変更に 

ついて」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、奈良県住宅新

築資金等貸付金回収管理組合規約に解散に伴う事務の承継についての規定を加える変更

を行うことについて、同法第２９０条の規定により議会の議決を求めるものです。 

＜住民課＞ 

 

日程２２ 「議第８号 奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合の解散につい 

て」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により、令和７年３月３１日

をもって奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合を解散することを構成市町村の協議

により定めることについて、同法第２９０条の規定により、議会の議決を求めるもので

す。 

＜住民課＞ 

 

日程２３ 「議第９号 奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合の解散に伴う 

財産の処分について」 

 

 《教育厚生委員会》 

 

・地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２８９条の規定により、奈良県住宅新築資金等 

貸付金回収管理組合の解散に伴う財産処分について、構成市町村の協議により定めること 

について、同法第２９０条の規定に基づき，議会の議決を求めるものです。 

＜住民課＞ 
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令和６年高取町議会第２回定例会（追加分）提案理由説明 

 

 

 本定例会に追加上程いたします議案は、議決案件１件です。 

 なお、本議案につきましては、後日所管の委員会で担当課長から詳細を説明いたします。 

 

追加 日程１ 「議第１０号 高取町国民健康保険税条例の一部改正について」 

 

 《総務経済建設委員会》 

 

・令和６年度税制改正に伴う地方税法の一部改正が令和６年４月１日に施行されたことに

伴い、後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額について、同法の規定に基づく２４

万円への引き上げを行いましたが、奈良県における課税限度額の設定につきましては、

県が、国民健康保険法第８２条の３第１項の規定による市町村標準保険料率を算定し、

同条第３項に基づく通知を行う日において施行されている政令で定める額と同額とす

るとされているため、通知日である令和６年２月１４日時点での課税限度額である２２

万円とするため、高取町国民健康保険税条例の一部を改正するものです。 

＜税務課＞ 


